
富田林市要綱第５５号 

 

富田林市空き家バンク制度活用促進補助金交付要綱 

 

 富田林市空き家バンク制度活用促進補助金交付要綱（令和２年富田林市要綱第３

５号）の全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、富田林市空き家バンク制度実施要綱（平成３０年富田林市要

綱第３５号。以下「要綱」という。）第２条第７号に規定する空き家バンク制度の

活用促進及び空き家の解消を目的として、同制度を利用した所有者等又は居住希

望者に対し、予算の範囲内において、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金

（以下「補助金」という。）を交付することに関し、富田林市補助金等交付規則（昭

和５２年富田林市規則第８号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）  所有者等 空き家に係る所有権その他の権利により、当該空き家の売却、

賃貸等を行うことができる権利を有する者をいう。 

（２） 居住希望者 本市内に居住することを目的に、空き家バンク制度の情報

を利用して、空き家の購入又は賃借をする者をいう。 

（３） リフォーム工事 空き家の安全性、居住性、機能性等の維持又は向上の

ために行う修繕、模様替え、増築等に係る工事をいう。 

（４） 市内事業者 本市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は本市内に

住所を有する個人事業者をいう。 

（５） 建物状況調査 宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３４

条の２第１項第４号に規定する建物状況調査をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、空き家バ

ンク制度を利用した所有者等又は居住希望者であって、次の各号のいずれにも該

当するものとする。 

（１） 交付対象者及びその世帯員全員が、第６条の申請時に本市の市税の滞納

がないこと。 

（２） 交付対象者及びその世帯員全員が、暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

又は富田林市暴力団排除条例（平成２５年富田林市条例第３０号）第２条



第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。 

（３） 所有者等と居住希望者が三親等以内の親族でないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定めるものとする。 

（１） 売買 空き家バンク制度を活用し、空き家の売買契約が成立した場合に

おける売買代金 

（２） 賃貸借 空き家バンク制度を活用し、空き家の賃貸借契約が成立した場

合における賃貸借代金 

（３） リフォーム工事 空き家バンク制度を活用し、空き家の売買契約が成立

した場合における市内事業者によるリフォーム工事代金。ただし、次に掲

げる費用を除く。 

   ア 居住部分以外（外構、車庫、倉庫、併用住宅の店舗又は事務所部分等）

に係るもの 

   イ 他の法令等の規定による住宅改修に係る補助金の交付を受けている

もの 

   ウ その他市長が適当でないと認めるもの 

（４） 建物状況調査 空き家バンク制度を活用し、既存住宅状況調査技術者

講習を修了した建築士（宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省

令第１２号）第１５条の８第１項に規定された者をいう。）が既存住宅状

況調査方法基準（平成２９年国土交通省告示第８２号）に従って行う空

き家の建物状況調査代金 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表第１のとおりとする。 

２ 補助金の交付は、別表第１に掲げる区分ごとに、同一の交付対象者（リフォー

ム工事及び建物状況調査にあっては、同一の交付対象者又は同一の物件）につき

１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、売買契約

又は賃貸借契約の締結日から起算して６０日以内（リフォーム工事にあっては、

売買契約の締結日から起算して１年以内かつ工事着手前、建物状況調査にあって

は、売買契約又は賃貸借契約の締結前かつ調査着手前）に、富田林市空き家バン

ク制度活用促進補助金交付申請書（様式第１号）に、別表第２に定める書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第７条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査の上、適当と認め

た場合は、補助金の交付を決定し、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金交



付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、富田

林市空き家バンク制度活用促進補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、

申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により、交付を決定したときは、必要な条件を付するこ

とができる。 

（申請の取下げ） 

第８条 前条の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、第６条の

申請を取り下げようとするときは、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金交

付取下届（様式第４号）により、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の届出があったときは、前条第１項の補助金の交付決定を取り消

すものとする。 

（工事等の着手） 

第９条 リフォーム工事に関する第７条第１項の交付決定を受けた者（以下「リフ

ォーム工事に関する交付決定者」という。）又は建物状況調査に関する第７条第

１項の交付決定を受けた者（以下「建物状況調査に関する交付決定者」という。）

は、当該交付決定を受けた日から６０日以内に当該工事又は当該調査に着手する

ものとする。 

 （工事内容等の変更） 

第１０条 リフォーム工事に関する交付決定者は、当該工事（建物状況調査に関す

る交付決定者にあっては、当該調査）の内容に変更が生じたときは、速やかに富

田林市空き家バンク制度活用促進補助金変更承認申請書（様式第５号）に、市長

が必要と認める書類を添付して提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、適当と認めた場合

は、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金変更承認通知書（様式第６号）に

より、リフォーム工事に関する交付決定者又は建物状況調査に関する交付決定者

に通知するものとする。 

（工事等の完了報告） 

第１１条 リフォーム工事に関する交付決定者は、当該工事（建物状況調査に関す

る交付決定者にあっては、当該調査）が完了したときは、当該完了日から起算し

て３０日を経過した日又は補助金を交付する日の属する会計年度の３月１５日

（その日が休日に当たるときは、当該日の直後の休日でない日）のいずれか早い

日までに、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金完了報告書（様式第７号）

に、別表第３に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の報告を受理したときは、その内容を審査の上、適当と認

めた場合は、補助金の額を確定し、富田林市空き家バンク制度活用促進補助金交



付額確定通知書（様式第８号）により、リフォーム工事に関する交付決定者又は

建物状況調査に関する交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金の交付請求） 

第１３条 交付決定者は、第７条第１項の通知（リフォーム工事又は建物状況調査

にあっては、前条の通知）を受けたときは、富田林市空き家バンク制度活用促進

補助金請求書（様式第９号）を市長に提出し、補助金の交付を請求するものとす

る。 

 （補助金の交付） 

第１４条 市長は、前条の請求があったときは、交付決定者又は当該交付決定者が

指定する者に対し、補助金を交付するものとする。 

（決定の取消し） 

第１５条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

直ちに当該決定を取り消すものとする。 

（１） 虚偽の申請その他の不正の手段により交付決定を受けたとき。 

（２） この要綱及び関係法令に違反したとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により、補助金の交付決定を取り消したときは、富田林市

空き家バンク制度活用促進補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により、

交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により、補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、富田林市空き家バンク

制度活用促進補助金返還命令書（様式第１１号）により、その返還を命じるもの

とする。 

２ 前項の規定により補助金の返還命令を受けた者は、遅滞なく補助金を市に返還

しなければならない。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の富田林市空き家バンク制度活用



促進補助金交付要綱に定める様式の用紙で、現に存在するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

 

別表第１（第５条関係） 

区分 交付対象者 補助金の額 

売買 所有者等 １０万円 

居住希望者 ２０万円 

賃貸借 所有者等 ２万円 

居住希望者 ２万円 

リフォーム 

工事 

居住希望者 補助対象経費に３分の１を乗じて得た額

（１，０００円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てた額）とし、２０万円

を限度額とする。 

建物状況調

査 

所有者等 補助対象経費の額（１，０００円未満の端

数が生じた場合は、これを切り捨てた額）

とし、５万円を限度額とする。 

 

別表第２（第６条関係） 

区分 添付書類 

売買 （１） 売買契約書の写し 

（２） 誓約書兼同意書 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

賃貸借 （１） 賃貸借契約書の写し 

（２） 誓約書兼同意書 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

リフォーム 

工事 

（１） 売買契約書の写し 

（２） 誓約書兼同意書 

（３） 工事に係る経費の見積書及び明細書の写し 

（４） 工事予定箇所の位置及び工事の内容の詳細が分かる書類 

（５） 工事予定箇所の現況写真 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

建物状況調

査 

（１） 誓約書兼同意書 

（２） 調査に係る経費の見積書及び明細書の写し 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 



別表第３（第１１条関係） 

区分 添付書類 

リフォーム 

工事 

（１） 工事請負契約書等の写し 

（２） 工事に係る領収書の写し 

（３） 工事実施箇所の施工前及び施工後の写真 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

建物状況調

査 

（１） 調査に係る領収書の写し 

（２） 調査実施結果の写し 

（３） 調査実施者の既存住宅状況調査技術者講習の修了証明書

等の写し 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 


